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令和８年３月
姫　路　市

[bookmark: RANGE!B2:J55]
提出書類一覧
　提出書類及び提出部数は下記のとおりとする。

	様式番号
	提　出　書　類
	提出部数

	様式第６号
	要求水準に関する誓約書
	原本１部

	様式第７号
	事業実績調書
	原本１部

	様式第８－１号
	提案書①（業務体制）
※添付資料があれば、提案書①の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－２号
	提案書②（運営体制）
※添付資料があれば、提案書②の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－３号
	提案書③（研修体制）
※添付資料があれば、提案書③の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－４号
	提案書④（市民対応及びセキュリティ管理）
※添付資料があれば、提案書④の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－５号
	提案書⑤（課題解決・広報周知）
※添付資料があれば、提案書⑤の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第９号
	人員体制計画書
	原本１部、写し７部

	様式第１０号
	提案見積書
	原本１部



○提出書類の作成に当たっては、横書き、片面刷り、文字サイズを１０．５ポイント程度（提案内容を補足する添付資料の文字サイズにおいては指定しない。）とすること。提出の際、表紙・フラットファイル等は不要とする。
○提案書については、姫路市マイナンバーカード手続支援業務委託公募型プロポーザル募集要項の９の⑵の「評価項目及び評価基準」に記載の各内容を踏まえ、作成すること。
○様式８-１～５及び様式９（各添付資料を含む、以下提案書と記載）は、提案者が特定できるような表示及び記載はないものとし、Ａ４片面でそれぞれの提案書に指定する枚数以内（添付資料でＡ３用紙を使用してもよいが、その場合は片面片袖折とし、Ａ４用紙２枚分とみなす）とすること。また、提案書下部に通しのページ番号を付すこと。
〇提案にあたっては、要求水準書に掲げる「マイナンバーカード担当の掲げる課題」の内容を踏まえ、これらの課題を解決できる提案を記載すること。

（様式第６号）
令和　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書


（宛先）姫路市長

　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　 又は受任者名 　　　　　　　　　　　　　　　




[bookmark: _GoBack]令和８年３月２３日付けで公告のありました「姫路市マイナンバーカード手続支援業務委託」の事業者に決定したときには、公告に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準で本業務の実施に当たることを誓約いたします。




















（様式第７号）
事　業　実　績　調　書

・「姫路市マイナンバーカード手続支援業務委託要求水準書」に定める(1)～(10)窓口案内業務及び窓口受付支援業務（受付・受付支援）―①、(18)～(24) 窓口ブース対応業務（申請、交付、その他手続）―②、(25)～(30)バックヤード業務―③、(31)出張申請業務―④、(32)～(34)コールセンター業務―④、(35)マイナ保険証等登録設定支援業務―⑤と同等の業務の履行実績１年以上履行したものに限る）を記入すること。
・各業務が個別の契約であっても可とするが、この場合においては各業務の契約がそれぞれ１年以上の履行期間であることを要する。
	NO
	契約
相手方
	契約件名
	契約金額
（税抜）
	業務
種別
	業務内容
	履行期間

	例
	〇〇市
（〇〇万人）
	○○○○○○○
委託
	○○○○千円
	②、③、④
※種別の番号を記載
	※具体的内容を記載
	R5年4月から
R8年3月まで

	１
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	２
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	３
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	４
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	５
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで



※令和３年４月１日以降、人口２０万人以上の地方公共団体において１年以上履行した実績を記入すること。なお、人口の判定については、当該契約の契約した年に公表されている人口推計により行う。
※履行開始日が新しいものから順に記入すること。
※記載件数は最大５件までとする。
※参加表明時の業務実績調書に記載した履行実績も本調書に含めて差し支えない。


（様式第８－１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書①（業務体制）　
	＊提案項目「１　業務体制」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価内容に沿った提案を、本様式片面３枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑴業務体制の運用
・業務開始までの業務体制の構築内容について、分かりやすく記載すること。
・台風の影響により、必要人数の３分の２の人員しか確保できない場合を想定して記載すること。













	⑵業務体制の構築
　複数の従事者が急病等により長期離脱した場合を想定して記載すること。




















（様式第８－２号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書②（運営体制）
	＊提案項目「２　運営体制」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価内容に沿った提案を、本様式片面８枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑶組織図








	⑷責任者の能力
以下の内容を踏まえて記載すること。
・責任者に就ける予定の人物の氏名、役職、保有資格名、これまでの従事経歴、経験年数を下記の表に記載すること。（ただし、提案書原本にはフルネームを記載し、写し７部にはアルファベットを用いた氏名の略文字〔Ａ氏など〕で記載すること。）
・本評価項目における「同等の業務」とは、評価項目「客観的指標　過去の業務実績」の評価基準に指示す①から⑥までのいずれかの業務を含む業務の実績をいう（以下、この項目について同じ。）。
・受託した一つの実績のなかで同等の業務のうち複数を含む場合であっても経験年数は重複して算出しない。（例えば、令和５年度に受託した業務委託（契約期間１年）のなかに、②窓口ブース対応業務・③バックヤード業務・⑤コールセンター業務に該当する業務がある場合、合計３年の実績ではなく、１年の実績とする。）
・「統括責任者」又は「副統括責任者」として従事した実績を記載すること。（「統括責任者」とは別の名称で従事した場合でも、当該受託業務の現場最高責任者として従事した経験があれば経験年数に含めることができる。「副統括責任者」についても同じ。）
・従事経歴を有する者に関しては、過去の契約書中、約款等で当該経歴が現場最高責任者（「統括責任者」の場合）であったことを示す書類を合わせて添付すること。
・評価基準に記載する資格を有する者に関しては、資格免状の写しを添付すること。

	統括責任者

	氏名
	

	保有資格名
	

	従事経歴
	

	経験年数
	

	副統括責任者①

	氏名
	

	保有資格名
	

	従事経歴
	

	経験年数
	

	副統括責任者②

	氏名
	

	保有資格名
	

	従事経歴
	

	経験年数
	




	⑸人員体制
　窓口の繁閑や市の部署再編等に応じた人員配置の考え方について記載すること。特設センターでの交付準備に関して、カード抜き取りからカード運搬及び格納までの流れをわかりやすく示すこと。
	業務内容
	業務責任者
	従事者数（業務責任者除く）

	窓口案内業務
	
	

	窓口受付支援業務
	
	

	飾磨支所における窓口準備支援業務
	
	

	窓口ブース対応業務
	
	

	バックヤード業務
	
	

	出張申請業務
	
	

	コールセンター業務
	
	

	マイナ保険証登録等設定支援業務
	
	











	⑹補完体制
　業務従事者の突発的な欠員等を想定し、対応策を記載すること。なお、属人化により該当従事者の欠員により業務が遅滞することのないよう、日常的に行う業務内容の業務責任者や業務従事者間での共有方法についても記載すること。






（様式第８－３号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書③（研修体制）
	＊提案項目「３　研修体制」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価内容に沿った提案を、本様式片面５枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑺業務開始前の研修
各業務で必要となる研修内容、対象業務、日数等を初任者向け・経験者向けそれぞれの場合を想定し、具体的に記載すること。















	⑻業務開始後（受託中）の研修
　日常業務に支障のない範囲で、定期的に従事者の知識・技術を確認する方策を具体的に記載すること。また、制度変更等により新たなオペレーションが必要になった際、国から１か月前に新制度の詳細が示された場合を想定して、どのように従事者に周知・研修を行うか具体的に記載すること。
















（様式第８－４号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書④（市民対応及びセキュリティ管理）
	＊提案項目「４　市民対応及びセキュリティ管理」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価委内容に沿った提案を、本様式片面５枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑼マイナンバーカード手続業務
要求水準書に記載している各業務で起こりうる事務処理ミス（人まちがいによる交付誤りなど）
を具体的に想定し、総務省の事務処理要領及び関係法令に基づいた方策を具体的に記載するこ
と。なお、実際に使用した手順書やチェックシートをもとに運用する場合は、それを引用しても
よい。



	⑽接客業務
市民への誤った案内を防止するための工夫や市民の満足度を高めるための方策を窓口、コールセ
ンターそれぞれの観点で具体的にそれぞれ記載すること。

	⑾トラブル解決策
トラブルが発生した際の初期対応から解決方法、事後防止策までを時系列に沿って想定しうるオ
ペレーション及び市への連絡体制を具体的に記載すること。
また、各種システム・端末・プリンタ等の不具合時の対応及び来庁者への適切な案内についても
市への連絡体制や対応策（市との役割分担）も含めて具体的に記載すること。




	⑿不当要求行為への対応
不当要求行為を受けた際の初動や市との連携方法などを具体的に示すこと。

	⒀個人情報（特定個人情報を含む）の保護及び情報セキュリティ対策
個人情報の漏洩防止策や情報セキュリティ対策及び従業員への研修について、特定個人情報の適正な取扱いに関する安全管理措置で挙げられている４項目に基づき具体的に記載すること。

①組織的安全管理措置

②人的安全管理措置

③物理的安全管理措置

④技術的安全管理措置




（様式第８－５号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書⑤（課題解決・広報周知）
	提案項目の「５　課題解決・広報周知」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価委内容に沿った提案を、本様式片面９枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⒁窓口での待ち時間の短縮及び混雑の解消に向けた提案（①－ア）
　開庁時にマイナンバーカード関連の来庁者が１００人並んでいる状況を想定し、対応策を具体的に記載すること。


	⒁窓口での待ち時間の短縮及び混雑の解消に向けた提案（①－イ）
　特設センターや市内郵便局での手続きを促すための、ランディングページやＳＮＳなどのデジタル媒体を用いた広報手段について、掲載イメージを示した上で方策を示すこと。なお、ＳＮＳでの発信は本市公式ＳＮＳを用いて、受託業者が市に掲載素材を提供する形を想定すること。

















	⒁窓口での待ち時間の短縮及び混雑の解消に向けた提案（①－ウ）
　特設センターや市内郵便局での手続きを促すための、チラシやポスターなどアナログ媒体を用いて高齢者やデジタル媒体を用いた広報でカバーできない層にも効果的な案内ができる方策について、アナログ媒体を用いた手法・実施時期・数量等を具体的に記載すること。


	⒁ＤＸ推進の取り組み（②－ア）
　本市で実施しているマイナンバーカード関連手続きにおける各種予約制度や、オンライン申請手続きについて、必要とする市民がデジタル・アナログ問わず、手軽かつ分かりやすい広報周知をどのように行うか、具体的に記載すること。







	⒁ＤＸ推進の取り組み（②－イ）
　一日１，０００枚電子保存を必要とする書類が発生するものと想定し、作業手順・時間や必要人員・機材を具体的に示し、記載すること。また、取込後の保存データについて検索機能等を付加させることができる場合は、検索方法のイメージ図も併せてわかりやすく示すこと。

	⒁正確かつ丁寧な市民サービスの提供
市民から尋ねられる場合だけでなく、窓口付近で困った様子でいる市民に対して用件を正確に聞き取り、適切な案内を行うことができる体制を具体的に示すこと。

	⒁課題解決に向けての効果検証
　本市が掲げる課題の解決に向けて取り組んだ内容の効果検証とともに、さらなる業務改善につながる手法を示されているか。様式第７号「事業実績調書」で記載した過去の受託実績において実際に取り組んだ業務改善を１つ挙げ、効果検証および改善策を具体的に記載すること。













（様式第９号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
人　員　体　制　計　画　書

業務を受注した場合の人員体制について、本様式片面２枚以内で記入してください。
※繁忙期、閑散期によって配置人数が増減する場合は、それが分かるように記入すること。
※年間の処理件数の詳細は別添２「本庁各申請件数（令和7年度）」を、執務室内の配置は別添１「市役所１階配置図」を参考とすること。

【記載例】
	役職名
	配置人数
	配置形態
	役割（職務内容等）
	有資格、経験年数等

	本社
責任者
	正社員　　人
	非常駐（必要時に履行場所へ参集）
	・統括
・契約全体にかかる責任者
	・官公庁との委託契約を担当したことがある者

	本社
担当者
	正社員　　人
	非常駐（必要時に履行場所へ参集）
	・契約にかかる市との調整
・研修計画の作成
	・官公庁との委託契約を担当したことがある者

	統括
責任者
	正社員　　人
非正規　　人
（　）　　
	常駐（本業務専属）
	・現場の統括、進捗管理
・危機管理、事故、トラブル、クレーム時の対応
・市との連絡、調整
	・官公庁での委託契約で管理業務経験がある者

	副統括
責任者
	正社員　　人
非正規　　人
（　）
	常駐（本業務専属）
	・統括責任者不在時の代理
	・官公庁との委託契約で窓口経験がある者

	業務
責任者
	正社員　　人
非正規　　人
（　）
	常駐（従事者と兼務）
	・報告書等の作成
・業務従事者への教育
	・官公庁との委託契約で窓口経験がある者

	副業務
責任者
	社員　　　人
非正規　　人
（　）
	常駐（従事者と兼務）
	・業務担当責任者不在時の代理
	

	業務
従事者
	社員　　　人
非正規　　人
（　）
	シフト勤務
閑散期は非正規３名減予定
	
	

	
	人
	
	
	


　※内訳／雇用区分の欄中、非正規の括弧内については、契約社員、派遣社員、嘱託社員、パー
トタイム社員などの雇用区分を記入してください。
　※本受託業務に専属でない者（兼務）がいる場合は、その旨及び人数が分かるように記入して
ください。

（様式第１０号）

提案見積書
	＊評価項目イ　「提案金額」を記載すること。




件　名　　　姫路市マイナンバーカード手続支援業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





	
	億

	千

	百

	十

	万

	千

	百
０
	十
０
	円
０


提案金額


＊本様式の作成に際しては、以下の点に注意すること。
・提案金額は、千円単位とし、月あたりの額を記入すること。
・提案金額は、消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
・提案金額の前に、「￥」を記載すること。





